
議案第６号

　　　令和６年度養父市水道事業会計予算

　（総則）

第１条　令和６年度養父市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　(1) 給水戸数 10,550 戸

　(2) 年間総給水量 3,000,000 ㎥

　(3) 一日平均給水量 8,219 ㎥

　(4) 主要な建設改良事業

　　　・建屋上系・下系統合整備事業 23,887 千円

　　　・宿南浄水場濁度計設置工事 7,700 千円

　　　・大塚地内水道管移設工事 5,466 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　水道事業収益 797,409 千円

　　第１項　営業収益 538,515 千円

　　第２項　営業外収益 258,894 千円

　第１款　水道事業費用　　 873,512 千円

　　第１項　営業費用 816,461 千円

　　第２項　営業外費用 53,551 千円

　　第３項　特別損失 1,500 千円

　　第４項　予備費 2,000 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

　的支出額に対し不足する額234,562千円は過年度分損益勘定留保資金228,306千円並

　びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額6,256千円で補てんするもの

　とする｡)。

　第１款　資本的収入 114,185 千円

　　第１項　企業債 28,200 千円

　　第２項　出資金 77,455 千円

　　第３項　補助金 6,900 千円

　　第４項　負担金 1,630 千円

　第１款　資本的支出　　 348,747 千円

　　第１項　建設改良費 78,169 千円

　　第２項　企業債償還金 270,578 千円

　　　　　 収　　　　　入

　　　　　 支　　　　　出

　　　　　 収　　　　　入

　　　　　 支　　　　　出
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　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

　める。

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　率

千円 以内

28,200 4.0%

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

　定める。

　(1) 営業費用と営業外費用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

　用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

　ければならない。

　(1) 職員給与費 52,955 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　経営安定化のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、126,615

　千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第10条　たな卸資産の購入限度額は、8,000千円と定める。

　令和６年２月26日提出

養父市長　広　瀬　　　栄    

償還の方法

水道事業
（建設改良事業）

証書借入
借入先の融資条件に
よる。
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　収　入 （単位：千円）

備　考

1 水道事業収益 797,409

1 営 業 収 益 538,515

1 給 水 収 益 533,515

2 そ の 他 の 営 業 収 益 5,000

2 営 業 外 収 益 258,894

1 受 取 利 息 50

2 加 入 金 3,020

3 補 助 金 126,615

4 長 期 前 受 金 戻 入 123,644

5 雑 収 益 5,565

　支　出 　（単位：千円）

備　考

1 水道事業費用 873,512

1 営 業 費 用 816,461

1 原 水 及 び 浄 水 費 181,530

2 配 水 及 び 給 水 費 79,523

3 総 係 費 48,944

4 減 価 償 却 費 501,170

5 資 産 減 耗 費 4,794

6 そ の 他 営 業 費 用 500

2 営 業 外 費 用 53,551

1 支 払 利 息 28,541

2 消 費 税 25,010

3 特 別 損 失 1,500

1 過 年 度 損 益 修 正 損 1,500

4 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

　収　入 （単位：千円）

1 資本的 収入 114,185

1 企 業 債 28,200

1 企 業 債 28,200

2 出 資 金 77,455

1 他 会 計 出 資 金 77,455

3 補 助 金 6,900

1 国 庫 補 助 金 6,900

4 負 担 金 1,630

1 工 事 負 担 金 1,630

　支　出 （単位：千円）

1 資本的 支出 348,747

1 建 設 改 良 費 78,169

1 原水及び浄水施設整備費 23,361

2 配水及び給水施設整備費 53,980

3 固 定 資 産 購 入 費 828

2 企 業 債 償 還 金 270,578

1 企 業 債 償 還 金 270,578

予　定　額

予　定　額

備　考

款 項 目 予　定　額 備　考

款 項 目

　資 本 的 収 入 及 び 支 出　

款 項 目 予　定　額

令和６年度養父市水道事業会計予算実施計画   
　収 益 的 収 入 及 び 支 出　

款 項 目
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(令和６年４月１日から令和７年３月31日まで)

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △78,086

減価償却費 501,170

資産減耗費 4,794

賞与引当金等の増加額 263

貸倒引当金の減少額 △1

長期前受金戻入額 △123,644

受取利息 △49

支払利息 28,541

未収金の増加額 △4,750

未払金の減少額 △18,276

たな卸資産の増加額 △966

小計 308,996

利息の受取額 49

利息の支払額 △28,541

業務活動によるキャッシュ・フロー 280,504

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △71,138

国庫補助金による収入 6,900

工事負担金による収入 1,482

投資活動によるキャッシュ・フロー △62,756

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 28,200

企業債の償還による支出 △270,578

一般会計からの出資による収入 77,455

財務活動によるキャッシュ・フロー △164,923

　　資金増加額 52,825

　　資金期首残高 1,815,615

　　資金期末残高 1,868,440

令和６年度養父市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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１．総　括 （単位：人、千円）

（単位：千円）

２．給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

平均昇給率1.6％

職員の退職に伴う減（A） 職員の異動状況

職員の採用に伴う増（B） 　前年度職員数 8 人

　退職者数 人

増減（C） 　採用者数 人

その他の増減（D） 　他会計へ異動した者 1 人

　他会計から異動した者 1 人

　本年度職員数 8 人

期末手当

勤勉手当

期末手当

勤勉手当

その他の手当

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数 給与費 法　定

福利費
合 計

特別職 一般職 報 酬 給 料 手当 計

52,955本　年　度 10 8 300 27,955 15,364 43,619 9,336

前　年　度 15,710 44,693 9,208 53,90110 8 300 28,683

128 △ 946比　　　較 0 0 0 △ 728 △ 346 △ 1,074

勤 勉
手 当

時間外
勤　務
手　当

特 殊
勤 務
手 当

手当の内訳

本 年 度 1,020 600 616 330 6,072

区　　　分
扶 養
手 当

管理職
手　当

通 勤
手 当

住 居
手 当

期 末
手 当

4,885 1,841

前 年 度 1,218 984 641 330 6,171 4,832

区 分 増 減 額 増減事由別内訳 説　　明 備　　考

1,534

比 較 △ 198 △ 384 △ 25 0 △ 99 53 307

昇給に伴う
増加分

334

給 料 △ 728 給与改定に
伴う増減分

185

△ 1,247

その他の増
減分

△ 1,247

△ 1,247

増減額（A）+（B）+（C）+（D）

他会計との職員の異動に伴う

△ 60

113

134

△ 233

△ 300

その他の増
減分

△ 593

手 当 △ 346 制度改正に
伴う増減分

247
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３．給料及び手当の状況

（1）職員１人当たりの給与 （単位：円、歳）

（2）初任給 （単位：円）

（3）級別職員数 （単位：人、％）

（級別の標準的な職務内容）

事務・技術職
主事 主事 副主幹 主幹 次長 次長 部長

区　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

技師 技師 主査 課長 課長

６級 ７級

５級 1 20.0

計 5 100.0 計 3 100.0

７級

４級 1 20.0

２級 ２級 3 100.0

令和５年４月１日

１級 1 20.0 １級

３級 1 20.0

６級 1 20.0

５級

計 5 100.0 計 3 100.0

７級

４級 1 20.0

２級 1 20.0 ２級 3 100.0

令和６年４月１日

１級 １級

３級 2 40.0

６級 1 20.0

高 校 卒 166,600 169,000 173,700 166,600 169,000 173,700

200,200

区　　　　　　分
事務・技術職 技能労務職

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

大 学 卒 196,200 192,200 200,200 196,200 192,200

区　　　　　　分
事務・
技術職

技能労務職
一般会計の制度

一般行政職
技能労務職

1級 2級 1級 2級

令和５年４月１日

　平均給料月額 340,881 256,665

　平均給与月額 388,681 268,065

　平 均 年 齢 44.5 46.3

区　　　　　　　　　　分 事務・技術職 技能労務職

令和６年４月１日

　平均給料月額 318,294 264,071

　平均給与月額 353,444 275,471

　平 均 年 齢 41.3 47.3
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（4）昇給 （単位：人、％）

職　員　数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ） 昇給に係る職員数（Ｂ）

（5）期末手当・勤勉手当

（6）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和６年４月１日現在）

（7）特殊勤務手当 （単位：％）

（8）その他の手当

区　　　　　　　分 合計
事務・
技術職

技  能
労務職

区　　　　　　　分 合計

１号給

事務・
技術職

3 3 7 4

技  能
労務職

8 5 3

前

年

度

職　員　数（Ａ） 8 5

特別昇給に係る職員数

号給数内訳

４号給 7 4 3

3

6 3

号給数内訳

80.0 100.0

２号給 ２号給

１号給

４号給 6 3 3

３号給 ３号給

本　年　度 2.250 2.250 4.50 有

区　　　　分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備　考

６月(月分) 12月(月分) （月分）

本

年

度

特別昇給に係る職員数

比　率（Ｂ）／（Ａ） 75.0 60.0 100.0 比　率（Ｂ）／（Ａ） 87.5

一般会計の制度 2.250 2.250 4.50 有

前  年  度 2.200 2.200 4.40 有

区分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置
(月分) (月分) (月分) (月分)

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(2～45％加算)

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(2～45％加算)

　支給対象職員の比率
　　（令和６年４月１日現在）

　代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　　分 全　職　員 事務・技術職 技能労務職

　給料総額に対する比率

住居手当 同

通勤手当 同

区  分 一般会計の制度との異同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

扶養手当 同
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１

278,099

1,059,253

△ 261,563 797,690

10,875,736

△ 5,300,875 5,574,861

2,923,715

△ 1,655,062 1,268,653

7,206

△ 6,846 360

6,217

△ 5,368 849

23,934

7,944,446

4,568

4,568

7,949,014

２

1,868,440

95,431

△ 1,833 93,598

6,239

1,968,277

9,917,291

流 動 資 産

(2) 未 収 金

(1)

減 価 償 却 累 計 額

(3)

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

建 設 仮 勘 定ト

(2) 無 形 固 定 資 産

貯 蔵 品

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権イ

土 地

ロ 建 物

令和６年度養父市水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月31日）

資  産  の  部　

固 定 資 産

（単位：千円）

イ

(1) 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置ニ

ハ

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

ホ

ヘ

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額
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３

2,230,902

2,230,902

４

254,571

36,353

4,549

295,473

５

3,824,973

△ 2,045,225

1,779,748

4,306,123

６

1,638,395

3,562,588

147,608

5,348,591

７

11,307

11,307

52,000

167,830

31,440

251,270

262,577

5,611,168

9,917,291

流 動 負 債

(3) 引 当 金

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

資 本 金 合 計

繰 延 収 益

(1)

イ 減 債 積 立 金

(3) 組 入 資 本 金

(2) 繰 入 資 本 金

固 定 負 債 合 計

(2) 未 払 金

当年度未処分利益剰余金ハ

資  本  の  部　

剰 余 金

(1)

ロ 建 設 改 良 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金

(1) 企 業 債

流 動 負 債 合 計

資 本 金

(1) 固 有 資 本 金

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

(1)

（単位：千円）

企 業 債

負  債  の  部　

固 定 負 債
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１

278,099

1,059,253

△ 237,579 821,674

10,861,194

△ 4,931,749 5,929,445

2,895,357

△ 1,547,287 1,348,070

7,206

△ 6,759 447

6,217

△ 5,170 1,047

490

8,379,272

4,568

4,568

8,383,840

２

1,815,615

90,681

△ 1,834 88,847

5,273

1,909,735

10,293,575資 産 合 計

令和５年度養父市水道事業予定貸借対照表

(2) 無 形 固 定 資 産

（令和６年３月31日）

（単位：千円）

イ

ロ

ハ

ニ

構 築 物

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

未 収 金(2)

(3)

電 話 加 入 権イ

貯 蔵 品

資  産  の  部　

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金(1)

土 地

建 物

建 設 仮 勘 定

ホ

ヘ

ト

工具、器具及び備品

有 形 固 定 資 産 合 計

(1) 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

無 形 固 定 資 産 合 計
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３

2,457,273

2,457,273

４

270,578

54,629

4,286

329,493

５

3,816,591

△ 1,921,581

1,895,010

4,681,776

６

1,638,395

3,485,133

147,609

5,271,137

７

11,307

11,307

52,000

167,829

109,526

329,355

340,662

5,611,799

10,293,575

収 益 化 累 計 額

引 当 金

未 払 金

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債 合 計

(1)

(2)

(1) 長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

負  債  の  部　

固 定 負 債

（単位：千円）

(3)

企 業 債

流 動 負 債

(1) 企 業 債

負 債 合 計

資  本  の  部　

資 本 金

(1) 固 有 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金(1)

(2) 繰 入 資 本 金

(3) 組 入 資 本 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 建 設 改 良 積 立 金

ハ当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

(2)

イ

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計
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１

495,931

4,822 500,753

２

107,849

59,655

43,420

531,289

4,993

500

246,953

３

0

3,182

248,418

130,956

4,727 387,283

４

43,720

9,341 53,061 334,222

87,269

５

1,364

98,576 99,940 △ 99,940

12,671

122,197

109,526

(2) 加 入 金

(3) 補 助 金

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損

(4) 長 期 前 受 金 戻 入

(1)

営 業 外 費 用

雑 収 益(5)

支 払 利 息

当年度未処分利益剰余金

雑 支 出

前年度繰越利益剰余金

(2)

当 年 度 純 損 失

特 別 損 失

経 常 利 益

そ の 他 特 別 損 失

(2)

(1)

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 収 益

(1)

(1)

(2)

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

減 価 償 却 費

(6)

受 取 利 息

(2) 配 水 及 び 給 水 費

(3)

令和５年度養父市水道事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

給 水 収 益

（単位：千円）

営 業 外 収 益

(4)

総 係 費

そ の 他 営 業 費 用 747,706

(5) 資 産 減 耗 費

営 業 損 失
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Ⅰ.重要な会計方針

　１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　・貯蔵品　事業用の材料であり重要性に乏しいので、低価法によらず先入先

　　　　　　　出法による原価法とする。

　２ 固定資産の減価償却の方法

　（1）有形固定資産

　　　・減価償却の方法　定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　24～65年、構築物　15～60年、機械及び装置　６～50年

　　　　　車両運搬具　５～６年、工具、器具及び備品　５～15年

　３ 引当金の計上方法

　（1）退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、一般会計との「退職手当負担金に関する確認書」に基

　　　づき、特別負担金等の積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用につい

　　　ては一般会計が負担することとなっているため計上していない。

　（2）賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるた

　　　め、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する

　　　額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　（3）貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績を参考に回収不能見込額を

　　　計上している。

　４ 消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ.予定貸借対照表等関連

　１ 企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

　　１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は

　　1,898,521,730円である。

Ⅲ.セグメント情報の開示

　　１ 報告セグメントの概要

　　　水道事業会計は、水道事業及び給水施設事業を運営しており、各事業で運営方

　　針等を決定していることから、それらを報告セグメントとしている。

　　　なお、各セグメントに属する事業の内容及び財務情報の内訳は以下のとおり。

事業区分 事業内容

水道事業

給水施設事業
水道水の供給

注記
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　　２.報告セグメントごとの営業収益等

（令和６年４月１日～令和７年３月31日） （単位：千円）

水道事業 給水施設事業 合　計

営業収益 489,513 405 489,918

営業費用 793,565 2,620 796,185

営業損益 △ 304,052 △ 2,215 △ 306,267

経常損益 △ 75,286 △ 1,436 △ 76,722

セグメント資産 9,891,857 25,434 9,917,291

セグメント負債 4,299,002 7,121 4,306,123

他会計繰入金 207,578 301 207,879

減価償却費 499,219 1,951 501,170

特別利益 0 0 0

特別損失 △ 1,364 0 △ 1,364

固定資産増加額 66,344 0 66,344
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(款)　１ 水道事業収益 （単位：千円）

区　分 金　額

1 営 業 収 益 538,515 539,881 △1,366

1 給 水 収 益 533,515 534,881 △1,366 給 水 収 益 533,515 水道料金

2 そ の 他 の 5,000 5,000 0 材 料 売 却 330

営 業 収 益 収 益 する材料売却収益 330

手 数 料 861 設計審査、竣工検査手数

料 140

開栓手数料 721

他 会 計 3,809 一般会計負担金

負 担 金

2 営 業 外 258,894 415,017 △156,123

収 益 1 受 取 利 息 50 50 0 預 金 利 息 49 預金利息 49

貸付金利息 1 短期貸付金利息 1

2 加 入 金 3,020 3,020 0 加 入 金 3,020 口径別加入金

3 補 助 金 126,615 274,681 △148,066 他 会 計 126,615 一般会計補助金

補 助 金

4 長 期 前 受 123,644 131,701 △8,057 長 期 前 受 123,644 国庫補助金長期前受金

金 戻 入 金 戻 入

県補助金長期前受金

工事負担金長期前受金

受贈財産評価額長期前受

金

その他資本剰余金長期前

受金

5 雑 収 益 5,565 5,565 0 そ の 他 の 5,565 その他雑収益

雑 収 益

797,409 954,898 △157,489

(款)　１ 水道事業費用 （単位：千円）

区　分 金　額

1 営 業 費 用 816,461 846,208 △29,747

1 原 水 及 び 181,530 177,106 4,424 給 料 8,903 一般職員給（３人）

浄 水 費 手 当 3,745 扶養手当

時間外勤務手当

通勤手当

住居手当

期末手当

勤勉手当

533,515

48

3,020

126,615

913

5,565

8,903

令和６年度養父市水道事業会計予算実施計画明細

項

説　　　　　　　明

目 説　　　　　　　明

計

節

　収 益 的 収 入 及 び 支 出　

本 年 度

収　入

支　出

節

前 年 度

給水装置の新設等に使用

比　較

2,381

項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

3,809

12,380

330

78,752

30,083

480

710

134

1,178
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区　分 金　額
説　　　　　　　明

節
項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

※営 業 費 用※原 水 及 び 賞与引当金 1,220 期末手当分繰入額

浄 水 費 繰 入 額 勤勉手当分繰入額

法定福利費 2,701 職員共済組合負担金

社会保険料

法定福利費 227 法定福利費引当金繰入額

引当金繰入額 227

厚生福利費 1,012 退職手当組合負担金

県職員互助会負担金

被 服 費 18 貸与被服等 18

備 消 品 費 1,224 施設維持管理用備品及び

消耗品 1,224

燃 料 費 10 機械等燃料 10

通信運搬費 1,669 電話使用料

委 託 料 40,011 電気工作物保安業務

除草等業務 372

施設点検等業務

その他業務委託

手 数 料 15,286 水質等検査手数料

11条定期検査手数料 6

廃棄物処理手数料

賃 借 料 791 施設用地賃借料 791

修 繕 費 24,873 施設修繕

工事請負費 5,310 工事請負費

動 力 費 66,156 施設電力料

薬 品 費 8,010 滅菌用薬品

材 料 費 100 修繕材料

保 険 料 264 機械設備損害保険料

2 配 水 及 び 79,523 75,762 3,761 給 料 7,059 一般職員給(２人)

給 水 費 手 当 2,614 扶養手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

賞与引当金 941 期末手当分繰入額

繰 入 額 勤勉手当分繰入額

法定福利費 1,972 職員共済組合負担金

法定福利費 187 法定福利費引当金繰入額

引当金繰入額 187

厚生福利費 1,110 退職手当組合負担金

県職員互助会負担金 15

被 服 費 12 貸与被服等 12

備 消 品 費 700

消耗品

燃 料 費 15 機械等燃料

通信運搬費 900 電話使用料

委 託 料 12,953 電気工作物保安業務

漏水等調査業務

除草等業務

施設維持管理用備品及び

563

99

1,005

827

500

298

999

3,515

13,494

13

120

8,010

100

264

1,669

7,059

66,156

2,393

15

900

1,786

700

516

1,095

1,829

425

34,295

5,310

24,873

765

1,972

680

540

308
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区　分 金　額
説　　　　　　　明

節
項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

※営 業 費 用※配 水 及 び 委 託 料 施設点検等業務

給 水 費

手 数 料 1,162 その他手数料

賃 借 料 1,309 施設用地等賃借料

修 繕 費 20,011 給配水管等修繕

施設修繕

工事請負費 4,053 量水器取替工事

路面復旧費 2,800 路面復旧費

動 力 費 15,500 施設電力料

材 料 費 5,706 修繕材料

保 険 料 519 機械設備損害保険料

水道賠償責任保険

3 総 係 費 48,944 48,230 714 報 酬 300 審議会委員報酬 300

給 料 11,993 一般職員給(３人)

手 当 5,198 扶養手当

管理職手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

賞与引当金 1,646 期末手当分繰入額

繰 入 額 勤勉手当分繰入額

法定福利費 3,921 職員共済組合負担金

法定福利費 328 法定福利費引当金繰入額

引当金繰入額 328

厚生福利費 1,883 退職手当組合負担金

県職員互助会負担金 24

旅 費 417 費用弁償 200

普通旅費 217

備 消 品 費 760 車両用備品及び消耗品 300

事務機器用備品及び消耗

品 460

燃 料 費 1,280 自動車燃料

印刷製本費 294 印刷製本費 294

通信運搬費 749 郵便料 710

電話使用料 39

委 託 料 12,016 検針業務

電算システム保守業務

閉開栓業務 106

申請書作成業務 108

手 数 料 2,263 自動車検査手数料 132

公金取扱手数料

賃 借 料 438 ＯＡ機器等賃借料 438

修 繕 費 450 車両検査及び修繕 370

事務機器及び工具修繕 80

研 修 費 57 職員研修費 57

10,655

420

11,993

5,706

15,500

4,053

910

736

10,000

735

2,800

1,444

1,280

3,921

990

1,859

1,783

600

568

1,309

10,812

その他業務委託

402

10,011

117

383

1,162

2,131
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区　分 金　額
説　　　　　　　明

節
項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

※営 業 費 用※総 係 費 負 担 金 3,261 日本水道協会等会費 230

保 険 料 170 自動車保険料 152

検針員等損害保険 18

公 課 費 20 自動車重量税 20

貸倒引当金 1,500 貸倒引当金繰入額

繰 入 額

4 減価償却費 501,170 539,617 △38,447 有 形 固 定 501,170 建物減価償却費

資 産 減 価 構築物減価償却費

償 却 費 機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

工具器具及び備品減価償

却費 198

5 資産減耗費 4,794 4,993 △199 固 定 資 産 4,794 構築物除却費

除 却 費 機械及び装置除却費

6 そ の 他 500 500 0 材 料 500 工事用材料売却原価 500

営 業 費 用 売 却 原 価

2 営 業 外 53,551 77,707 △24,156

費 用 1 支 払 利 息 28,541 43,136 △14,595 企業債利息 28,541 企業債償還利息

2 消 費 税 25,010 34,571 △9,561 消 費 税 25,010 消費税

3 特 別 損 失 1,500 126,295 △124,795

1 過年度損益 1,500 1,500 0 過年度損益 1,500 調定減額及び不納欠損処

修 正 損 修 正 損 分額

△そ の 他 0 124,795 △124,795 廃目

特 別 損 失

4 予 備 費 2,000 2,000 0

1 予 備 費 2,000 2,000 0 予 備 費 2,000 予備費

873,512 1,052,210 △178,698

3,031

南但広域行政事務組合負担金

1,500

23,984

2,000

87

計

107,775

28,541

369,126

4,255

539

1,500

25,010
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(款)　１ 資本的収入 （単位：千円）

区　分 金　額

1 企 業 債 28,200 17,900 10,300

1 企 業 債 28,200 17,900 10,300 水道事業債 28,200 水道事業債

2 出 資 金 77,455 1,044,074 △966,619

1 他 会 計 77,455 1,044,074 △966,619 一 般 会 計 77,455 一般会計出資金

出 資 金 出 資 金

3 補 助 金 6,900 0 6,900

1 国庫補助金 6,900 0 6,900 国庫補助金 6,900 国庫補助金

4 負 担 金 1,630 3,000 △1,370

1 工事負担金 1,630 3,000 △1,370 工事負担金 1,630 移転補償金

114,185 1,064,974 △950,789

(款)　１ 資本的支出 （単位：千円）

区　分 金　額

1 建設改良費 78,169 52,418 25,751

1 原水及び浄水 23,361 18,612 4,749 工事請負費 23,361 工事請負費

施設整備費

2 配水及び給水 53,980 33,806 20,174 委 託 料 23,900 設計業務委託料

施設整備費 工事請負費 30,080 工事請負費

3 固 定 資 産 828 0 828 土地購入費 828 土地購入費

購 入 費

2 企 業 債 270,578 1,250,538 △979,960

償 還 金 1 企 業 債 270,578 1,250,538 △979,960 企 業 債 270,578 企業債償還元金

償 還 金 元 金

348,747 1,302,956 △954,209

　資 本 的 収 入 及 び 支 出　

節
説　　　　　　　明

28,200

本 年 度 前 年 度 比　較

収　入

項 目

6,900

77,455

1,630

説　　　　　　　明
節

計

支　出

項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

23,361

計

270,578

828

30,080

23,900
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